
建設業で使える補助金・助成金とは？制度

の概要と活用ポイントを解説 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず省庁や自治体の公式 HP をご確認

ください。 

 

人手不足や資材価格の高騰などにより、建設業を取り巻く経営環境は年々厳しさを増しています。 

 

そのような中、設備投資や省力化、賃上げ、人材確保などの取り組みに活用できる制度として、補助金・

助成金があります。 

 

この記事では、建設業で活用できる主な補助金・助成金について、各制度の概要や対象となる取り組み、

活用事例などを解説します。 

 

＜掲載補助金・助成金一覧＞ 

制度名 補助対象となる取り組み 

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた

省力化等の大規模成長投資補助金（以下、大

規模成長投資補助金） 

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた

省力化等の大規模成長投資補助金 

地域の雇用を支える中堅・中小企業が行う大規

模投資 

中小企業成長加速化補助金（以下、成長加

速化補助金） 

売上高 100億円超を目指す成長志向型中小

企業の設備投資 

中小企業省力化投資補助金（カタログ注文

型） 

カタログ掲載の省力化製品の導入 

中小企業省力化投資補助金（一般型） 省力化効果のある設備やシステムの導入 

中小企業新事業進出補助金 新市場・高付加価値事業への進出 

ものづくり補助金 革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセス

改善 



小規模事業者持続化補助金 商工会・商工会議所の支援を受けながら取り組

む販路開拓等 

デジタル化・AI導入補助金 AI等を用いた業務の効率化や DX の推進、セキ

ュリティ対策に向けた、IT ツール（ソフトウェア、サ

ービス等）の導入 

働き方改革推進支援助成金 労働時間の削減等に向けた環境整備 

人材確保等支援助成金 雇用管理の改善や職場環境の整備 

業務改善助成金 生産性向上に資する設備投資などを実施して業

務改善に取り組むこと 

補助金と助成金の違い 

この記事で紹介する補助金・助成金といった支援制度は、いずれも事業者や個人に対して国や自治体が

行う公的な財政支援ですが、制度の目的や性質には違いがあります。 

 

補助金と助成金の違いについては、以下の記事で解説していますので、あわせてご確認ください。 

 

▶ 補助金とは?検索方法や助成金との違い、活用における注意点も解説 

建設業で使える主な補助金 

ここでは、建設業で活用できる主な補助金を紹介します。 

https://www.nec-businessintelligence.co.jp/hoken/houjin_hojokin/202501_1.pdf


大規模成長投資補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、人手不足などの課題に対応しながら成長を目指して行う大規

模投資を後押しし、地方における持続的な賃上げの実現を目的とした制度です。 

 

工場や物流拠点などの新設・増築などに活用でき、建物費が補助対象経費に含まれる点が特徴です。 

 

そのため、自社での設備投資として活用できるだけでなく、建設業における営業提案にもつなげやすい制

度と言えます。 

 

補助対象経費 建物費、機械装置費、ソフトウェア費、外注費、専門家経費 

補助率 1/3 

補助上限額 50億円 

公募日程 ● 令和 8年 3月 27日まで第 5次公募を実施 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


● 今後は、予算の執行状況などを踏まえ、追加公募を実施予定 

 

＜活用事例＞ 

総合建設請負企業として事業を営む企業では、大阪府泉南郡の岬工場と、2021年1月に竣工した千

葉工場の 2拠点で K型フレームを生産・施工してきました。 

千葉工場の稼働により関東地域でも需要が高まり、生産体制の強化が課題となっていました。 

 

そこで大規模成長投資補助金を活用し、岬工場の敷地内に新工場を建設するとともに、手作業で行っ

ていた工程を自動化する設備を導入。 

 

省力化・省人化を進めることで、労働生産性の向上を目指した事例です。 

 

参照：中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金 公式 HP 

中小企業成長加速化補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

https://www.nri.com/jp/news/public_offer/growth_subsidies_2026.html#section-2
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


売上高 100億円超を目指す、成長志向型の中小企業が行う大胆な設備投資を支援する制度です。 

 

補助対象経費 建物費、機械装置費、ソフトウェア費、外注費、専門家経費 

補助率 1/2 

補助上限額 5億円 

公募日程 ● 令和 8年 3月 26日まで 2次公募を実施 

● 今後は、予算の執行状況などを踏まえ、追加公募を実施予定 

 

＜活用事例＞ 

建設業の主な採択事例は、次のとおりです。 

事例① 家づくりコミュニティとライフプランニングアプリによる顧客育成と認定工務店制度拡

大で、平松建築品質の「100年住める高品質住宅」を全国展開 

事例② 業界初・コンクリート土工専門研修センター設立と一貫施工体制による責任施工

強化事業 

 

参照：成長加速化補助金 公式 HP 

https://growth-100-oku.smrj.go.jp/


中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型） 

 

出典：中小企業省力化投資補助金（広報ツール） 

 

人手不足に直面している中小企業者等が、省力化製品を対象製品のリスト（カタログ）から選んで導入

し、販売事業者と共同で労働生産性の年平均成長率 3％向上を目指す事業計画に取り組むことを支

援する制度です。 

 

建設業の場合、無人フォークリフト（AGF）や測量機（自動視準・自動追尾機能付き高機能トータル

ステーション）などの導入が可能です。 

 

補助対象経費 省力化製品の設備投資における、 

（1）製品本体価格 

（2）導入に要する費用（導入経費） 

補助率 1/2以下 

補助上限額 1,500万円 ※従業員数、要件による 

https://shoryokuka.smrj.go.jp/pr_tool/


公募日程 令和 9年 3月末頃まで、随時申請受付 

 

＜活用事例＞ 

熊本県で公共工事を中心に土木工事・舗装工事を行う企業では、構造物設置のための測量業務に多

くの時間と人手が必要となっていました。 

 

従来は 2名体制で週 60時間ほどを要しており、担当者の経験によって測量のスピードや精度に差が生じ

る点も課題となっていました。 

 

そこで、中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）を活用し、自動視準・自動追尾機能付きの高

機能トータルステーションを導入。 

 

測量業務の省力化と作業時間の削減につなげた事例です。 

 

参照：中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型） 公式 HP 

中小企業省力化投資補助金（一般型） 

 

https://shoryokuka.smrj.go.jp/catalog/


出典：中小企業省力化投資補助金（広報ツール） 

 

人手不足に直面している中小企業者等が、省力化効果のあるオーダーメイド・セミオーダーメイド性のある

設備やシステムなどを導入し、労働生産性の年平均成長率 4％向上を目指す事業計画に取り組むこと

を支援する制度です。 

 

補助対象経費 機械装置・システム構築費（必須）、運搬費、技術導入費、知的財産権等関

連経費、外注費、専門家経費、クラウドサービス利用費 

補助率 中小企業：1/2、小規模・再生：2/3 

補助上限額 1億円 ※従業員数、要件による 

公募日程 

（第 6回公

募） 

申請受付開始 令和 8年 4月中旬 

申請受付締切 令和 8年 5月中旬 

 

＜活用事例＞ 

総合建設事業を営む企業では、草刈り・丁張り・掘削などの工程が人力に依存しており、3名体制でも工

期が長期化してしまう点が課題となっていました。 

 

また、若手人材の不足や技術者の高齢化により、技術継承が進みにくい状況も抱えていました。 

 

そこで中小企業省力化投資補助金（一般型）を活用し、ICT対応の油圧ショベルや油圧フォークなどの

設備を導入。 

 

測量や施工工程の機械化を進めることで作業時間の短縮を図り、安全性の向上と省力化につなげた事

例です。 

 

参照：中小企業省力化投資補助金（一般型） 公式 HP 

https://shoryokuka.smrj.go.jp/pr_tool/
https://shoryokuka.smrj.go.jp/ippan/


中小企業新事業進出補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

既存事業とは異なる新市場や高付加価値分野に進出する中小企業者等の設備投資などを支援する制

度です。 

 

補助対象経費 機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関

連経費、外注費、専門家経費、クラウドサービス利用費、広告宣伝・販売促進費 

補助率 1/2 

補助上限額 9,000万円 

公募日程 

（第4回公募） 

申請受付開始 令和 8年 5月 19日 

申請受付締切 令和 8年 6月 19日 

 

※次年度以降については、「ものづくり補助金」と統合し、「新事業進出・ものづくり

補助金」として公募を予定しています。 

 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


＜活用事例＞ 

建設業の主な採択事例は、次のとおりです。 

事例① 廃校を利用した中小電気工事業向け技能人材育成施設の展開 

事例② 建設免許取得まで支援する建設業特化の入国後講習サービスの提供 

 

参照：中小企業新事業進出補助金 公式 HP 

ものづくり補助金 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

ものづくり補助金は、中小企業・小規模事業者等が行う革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセ

スの改善を行うための設備投資等を支援する制度です。 

 

 製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠 

対象経費 ＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運

https://shinjigyou-shinshutsu.smrj.go.jp/
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


搬費、クラウドサービス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 

＜グローバル枠のうち、海外市場開拓（輸出）に関する事業のみ＞ 

海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費 

補助率 中小企業：1/2、小規模・再生：2/3 中小企業：1/2、小規模：2/3 

補助上限額 750万円～2,500万円 3,000万円 

公募日程 

（23次締切） 

申請開始日：令和 8年 4月 3日(金) 17時 

申請締切日：令和 8年 5月 8日(金) 17時 

 

＜活用事例＞ 

建設業の主な採択事例は、次のとおりです。 

事例① 建設分野の基礎工事に特化した ICT施工新サービスの開発 

事例② 山間部・急傾斜地など難所地形対応型 ICT施工パッケージ開発業 

 

参照：ものづくり補助金 公式 HP 

https://portal.monodukuri-hojo.jp/


小規模事業者持続化補助金（一般型 通常枠） 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

小規模事業者等が経営計画を自ら策定し、商工会・商工会議所の支援を受けながら取り組む販路開

拓等を支援する制度です。 

 

補助対象経費 機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費、旅費、新商品

開発費、借料 、委託・外注費 

補助率 2/3 

補助上限額 50万円 ※特例を活用した場合は最大 250万円 

公募日程 

（第 6回公

募） 

申請受付開始 令和 8年 3月 6日 

申請受付締切 令和 8年 4月 30日 

 

＜活用事例＞ 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


建設業の主な採択事例は、次のとおりです。 

事例① 町内でのリフォーム等の需要獲得に向けた看板等設置事業 

事例② 新除雪ブレードの導入により生産性とニーズを向上させ受注拡大 

 

参照：小規模事業者持続化補助金（商工会地区） 公式 HP 

デジタル化・AI導入補助金（旧 IT導入補助金） 

 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

AIなどを活用した業務の効率化や DX の推進、セキュリティ対策に取り組む中小企業者等に対し、IT ツ

ールなどの導入を支援する制度です。 

https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


 

出典：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

公募日程 令和 8年 3月 30日から通年で複数回公募 

※詳細スケジュールは、こちらをご確認ください。 

 

＜活用事例＞ 

一般土木建築工事業を営む企業では、見積作成や実行予算、協力業者への発注管理などの業務を

Excelや会計ソフトで個別に管理しており、二重入力や作業ミスが発生しやすい点が課題となっていまし

た。 

 

また、現場の状況を本社でリアルタイムに把握できないことも業務効率の低下につながっていました。 

 

そこで、IT導入補助金を活用し、工事原価作成システムを導入。見積データから実行予算や発注書の

作成、支払入力までを一元管理できる体制を整備しました。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html
https://it-shien.smrj.go.jp/schedule/


 

その結果、業務の二度手間が解消され、現場情報の共有が容易になり、事務作業の効率化と利益率の

向上につながった事例です。 

 

参照：デジタル化・AI導入補助金 2026 公式 HP 

建設業で使える主な助成金 

ここでは、建設業で活用できる主な助成金を紹介します。 

働き方改革推進支援助成金 

 

出典：令和 8年度予算概算要求の主要事項（p.118） 

掲載ページ：厚生労働省 令和 8年度厚生労働省所管予算概算要求関係 

 

生産性向上に向けた設備投資などの取り組みに係る費用を助成し、労働時間の削減などに向けた環境

整備に取り組む中小企業事業主を支援する制度です。 

 

建設業をはじめとする、特に時間外労働が長い業種等に対しては、引き続き手厚い支援を実施します。 

https://it-shien.smrj.go.jp/
https://www.mhlw.go.jp/content/12602000/001572758.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/index.html


 

本助成金では複数のコースを設けており、成果目標の達成状況に応じて助成上限額を決定します。コー

スや選択する成果目標によって、助成上限額（最大額）が異なります。 

 

令和 8年度の公募では、小規模企業における賃上げ支援を強化するため、対象労働者の現行の賃金

額を 5％または 7％引き上げた場合の加算額を拡充する予定です。 

 

参照：令和 8年度予算概算要求の主要事項（p.118） 

掲載ページ：厚生労働省 令和 8年度厚生労働省所管予算概算要求関係 

人材確保等支援助成金

 

出典：令和 8年度予算概算要求の主要事項（p.104） 

掲載ページ：厚生労働省 令和 8年度厚生労働省所管予算概算要求関係 

 

人口減少が進む中で労働力不足への対応が課題となっており、人材を確保するためには「魅力ある職場」

の創出や、現在就業している従業員の職場定着の向上が重要となっています。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12602000/001572758.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12602000/001572758.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/index.html


人材確保等支援助成金は、事業主等が雇用管理の改善や職場環境の整備などに取り組む場合に、そ

の取り組みに要する費用の一部を助成する制度です。 

 

本助成金では複数のコースを設けており、令和 8年度以降は「雇用管理制度・雇用環境整備助成コー

ス」において、対象労働者の賃金を 5％以上増加させた場合の加算に加えて、雇用管理に課題を抱える

事業所を対象として、対象労働者の賃金を 3％以上増加させた場合の加算も設ける予定です。 

 

出典：令和 8年度予算概算要求の主要事項（p.104） 

掲載ページ：厚生労働省 令和 8年度厚生労働省所管予算概算要求関係 

業務改善助成金 

 

出典：令和 8年度予算概算要求の主要事項（p.118） 

掲載ページ：厚生労働省 令和 8年度厚生労働省所管予算概算要求関係 

 

生産性向上に資する設備投資などを実施して業務改善に取り組むとともに、事業場内最低賃金を一定

額以上引き上げる中小企業・小規模事業者に対し、その業務改善に要した経費の一部を助成する制度

です。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12602000/001572758.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12602000/001572758.pdf
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/26syokan/index.html


令和 8年度以降は、賃金引上げ額に応じた区分を 3 コース制へ再編します。 

 

また、地域別最低賃金の改定日前日までの一定期間については、事業場内最低賃金と地域別最低賃

金との差額について、地域の実情に応じた特例措置を設けるなど、制度の見直しを行う予定です。 

まとめ 

この記事では、建設業で活用できる主な補助金・助成金について、各制度の概要や対象となる取り組み、

活用事例などを解説しました。 

 

補助金・助成金を活用することで、人手不足への対応や設備投資、業務の効率化など、経営課題の解

決や事業基盤の強化につなげることができます。 

 

建設業で設備導入や生産性向上を予定している場合は、ぜひ、活用をご検討ください。 

 

令和 8年 3月 30日 作成：株式会社 Stayway 

 

 


